





































ある（Lewis and Campbell 2007）。ジェーン・ルイスとメアリー・キャンベルは，労働党ブレア政



















































の論理について考えることにする。「1」ではスチュアート・ホワイトのCivic Minimum, 2003 にお
ける「経済的シチズンシップ概念」を検討する。「2」ではSocial Politics誌上の座談会「経済的シ



















































g Thomas Paine, ‘Agrarian Justice’ (1797), in Michael Foot and Issac D. Kramnick (eds.), The Thomas Paine
Reader (Harmondsworth: Penguin, 1987), 471-89. 本稿では，White( 2003: 1)からの引用である。






















1980年代以降，福祉国家のコンセプトは，｢福祉の契約主義化｣（Hobson et al. 2002: 117, Lewis
2003: 178, White 2003: 15）であると言われている。例えば，1998年のイギリス，New Labourの
『緑書』（Green paper, 1998）には，「現代福祉国家の核心には，責任と権利にもとづく，市民と政
府の間の新しい契約が存在することになるだろう｣（New Ambitions for our Country: A New



















































2002年，ハーグで開催されたEuropean Social Science History Conference では，「経済的シチズ
ンシップ」に関する座談会が開催された。その後，そこに集まったジェンダー研究者によって「経
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済的シチズンシップをジェンダー化する」という観点で Social Politics 誌上で議論を行うことにな

































¡2 Social Politics誌上のこの論文は，のちに，Kessler- Harris（2007）に収められている。
¡3 ジェンダー視点からの｢経済的シチズンシップ｣概念については，すでに，Hobson（2000）において，国家を
超えた政策領域（EUの事例）における｢シチズンシップのジェンダー化｣という問題領域から議論されている。
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それと同時に，「社会的シチズンシップ」の概念から「経済的保障」をとりだし，両者を「人間的














































































































































































































（出所）Statistic Bundesamt, Öffentliche Sozialleistungen: Statistik zam Elterngeld, Anträge von Januar bis Dezember 2007,
Wiesbaden 2008.
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